予算要求資料
平成２６年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：林業費　目：県産材流通対策費　　　
	事業名　ぎふの木で家づくり協力工務店育成事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　林政部　県産材流通課　県産材需要拡大係　電話番号：058-272-1111（内3013）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11545@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　1,100千円（前年度予算額：1,100千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財産
収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
	1,100
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,100

	要求額
	1,100
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,100

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・　県産材の需要対策において、加工後のＡ材（ぎふ性能表示材等）の主要な需要先は地域工務店であり、中でも「ぎふの木で家づくり協力工務店」による県産材住宅建設増がその対策の柱として位置付けられる。
・　近年の住宅の高品質化や住宅着工数の減少、また、消費税増税後の大幅な着工減を見据え、消費者ニーズに合った住宅を供給していくためには、設計力、デザイン力、宣伝力等を備えた地域工務店の育成・強化は喫緊の課題であり、急務である。
・　また、住宅産業は裾野が広く、地域経済への波及効果が高い産業である。特に地域工務店は、県産材をほとんど使用していない大手ハウスメーカー等に比べ、地域経済への貢献度がより高いことから、地域工務店の育成は経済振興の観点からも重要である。
（２）事業内容
　　「ぎふの木で家づくり協力工務店」により組織された工務店団体が実施する、設
計力・デザイン力向上などの活動に対し支援することで、消費者ニーズに合った県
産材住宅の建設を進め、ぎふ性能表示材の需要拡大を図る。
○設計スクール等の開催
　　　　・設計スクール、マーケティングスクール等を開催し、設計力、デザイン力、
営業力等をアップさせ、各工務店の住宅をより魅力的なものに発展させる。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　・県１／２　県が認定した工務店により組織された団体であり、県が施策として進めている「ぎふ性能表示材利用推進」に寄与するため、支援する。
（４）類似事業の有無
　　　・産直住宅普及活動支援事業：　産直住宅団体に限った支援であり、補助対象とする活動についても重複していない。　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	補助金
	1,100
	報償費（セミナー講師料）、旅費、セミナー会場借り上げ料等

	その他
	　  
	

	合計
	1,100
	


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　・ぎふ性能表示材の利用促進は岐阜県森林づくり基本計画（H24～H28）における「優良県産材供給倍増プロジェクト」に位置づけられている。
（２）国・他県の状況
　　　・岐阜県独自の取り組みである。
（３）後年度の財政負担
　　　・３年計画で平成２４年度から実施し、平成２６年度を終期として予定している。
（４）事業主体及びその妥当性
・ぎふの木の住まい協議会：県が認定した「ぎふの木で家づくり協力工務店」による団体　
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	設計力、デザイン力、宣伝力等を備えた地域工務店の育成・強化により、県産材住宅建設を促進し、ぎふ性能表示材の出荷量増を図る。



（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ぎふ性能表示材製品出荷量
	１千㎥
（H22）
	7.7千㎥
(H23)
	9.9千㎥
（H24）
	50千㎥
（H28）
	19.8％

	県内新設戸建軸組住宅に占める県産材住宅の割合
	16.1％
（H22）
	14.5％
(H23)
	15.1％
（H24）
	21％
（H28）
	71.9％


（前年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（1） マーケティングスクールの開催　
　・５回開催、計７９名参加
（2） 設計スクールの開催
　　　　・３回開催（年度内に６回開催予定）、計８１名参加



（前年度の成果）
	・マーケティングスクールの開催では全５回で延べ８０名近くが参加した。また、設計スクールでは毎回３０名程度参加した。
・H23年度と比較し、事業実施後のH24年度のぎふ性能表示材製品出荷量は増え、県産材住宅建設割合も増加した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）
○

	消費税増税後（特に１０％後）には大幅な住宅着工減が予想されているが、県産材住宅建設への影響を防ぐためには、早急に大手ハウスメーカー等に負けない設計力・営業力の向上を図る必要がある。

	・事業の有効性（指標の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	県産材住宅の割合は、平成23年度から「ぎふの木で家づくり支援事業」の使用木材の補助要件を「ぎふ性能表示材」にした影響が大きく、初年度は一時的に減少(14.5%)しているが、供給体制が整い使用する側の意識も高まってきた平成24年度は上昇(15.1%)している。また、性能表示材の利用量も概ね目標（目標１０千㎥）を達成している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	地域工務店のうち、特にぎふ性能表示材を利用した住宅建築に積極的な工務店による団体への支援であり、効率的にぎふ性能表示材利用量増を図ることができる。


（今後の課題）
	　２年間の事業実施により営業力・設計力が向上してきたが、消費税１０％後の平成２７年１０月以降を見据え、大手ハウスメーカーへの具体的対抗策を含めた講座内容のさらなる充実が必要。



（次年度の方向性）
	事業主体や講師との事前協議等により講座内容の充実を図る。


